
 

 
費用負担の考え方について 

 
 

１．これまでの労災保険率改定における表示方法 
 

○ 改定前後の労災保険率による保険料収入の変化を表示。 
 
○ 平成27年度改定時に軽減額として公表した額（278億円。別添１参照）は、業種別に以下の式で算定したものを合算している。 

 
 

 

 

 
 
２．これまでの表示方法の課題 
 

○ 積立金と責任準備金の差額を用いて３年に限り設定される年金積立調整費用が、どのように労災保険率に反映されているかが明確
でない。 
 

○ 災害の増減による料率変動が、年金積立調整費用の変動により相殺されてしまい、災害増減と料率変動の関係が不明確となる。 

  

資料２ 

＜業種ごとに下式で算定し合算＞ 

平成27年度賃金総額推計値 ×（平成24年度料率－平成27年度料率） 
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３．平成30年度労災保険率改定における表示方法 
上記２．の課題について、保険財政の専門家の意見を踏まえ、表示方式を以下のように改めることとしたもの（別添２参照）。 

① 災害減少分 
料率構成要素のうち、年金積立調整費用分の料率を除く部分（真に労災保険の費用として要する部分）の変動に伴う保険料の変

化を、業種別に算定して合算した額 
 
 
 
 

（注）年金積立調整費用分の料率は、平成27年度、平成30年度ともに、▲0.4厘である。 

 

② 積立金による割引分 
○ 平成28年度決算後の積立金と責任準備金を比較すると（別添３参照）、 

 
 
 
 

○ 料率換算すると、799億円÷180兆円（平成30年度賃金総額推計値（全業種計））＝0.4厘。 

 平成30年度改定 （参考）平成27年度改定 
① 災害減少分 512億円 436億円（※1） 
② 積立金による割引分 799億円 651億円（※2） 

合計 1,311億円 1,087億円 
（※1）業種別に以下の式で算定したものを合算。 

平成27年度賃金総額推計値 × {（平成24年度料率－▲0.5厘）－（平成27年度料率－▲0.4厘）}  

年金積立調整費用分の料率は、平成27年度において▲0.4厘、平成24年度において▲0.5厘である。 

（※2）平成26年度末時点での積立金と責任準備金の差額を推計して、割引財源として用いることのできる金額を約1,950億円と算定した。 

これの１年分として1,950億円÷３年＝651億円。（料率換算すると651億円÷161兆円（平成27年度推計賃金総額（全業種計））＝0.4厘。） 

 

＜業種ごとに下式で算定し合算＞ 

平成30年度賃金総額推計値 × {（平成27年度料率－▲0.4厘）－（平成30年度料率－▲0.4厘）} 

 

（７兆8,938億円－７兆6,542億円）＝2,396億円の差額が生じており、 
2,396億円÷３年＝799億円。 

 

 

2



別添１（第 60回労災保険部会資料（平成 26年 12 月 15 日）） 

労災保険率の改定（案）の概要 
 

現 行 

平均労災保険率  4.8／1,000 （全業種の平均） 

（最低 2.5／1,000 ～ 最高 89／1,000） 

 

改定案 

平均労災保険率 4.7／1,000 （全業種の平均） 

（最低 2.5／1,000 ～ 最高 88／1,000） 

引上げ：８業種 据置き：23 業種 引下げ：23 業種 

 

 

平成元年度以降の改定経過  (単位：1／1,000) 

元年度 ４年度 ７年度 10年度 13年度 15年度 18年度 21年度 24年度 

10.8 11.2 9.9 9.4 8.5 7.4 7.0 5.4 4.8 

 

料率改定により  

年間 278 億円 の負担が軽減される  

改定の効果の例 

従業員数が 40 人、平均年収が 300 万円である「ガラス又はセメン

ト製造業」（7.5/1,000→5.5/1,000）の場合、年間 24 万円の労災保

険料が軽減（90 万円→66 万円） 

次回改定は平成２７年４月１日を予定 
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（第 60 回労災保険部会資料（平成 26 年 12 月 15 日）） 

労災保険率を構成する要素 

※それぞれ端数処理前のものを平均しているため、その合計値と端

数処理後の設定料率を平均した料率（合計）は一致しないことが

ある。 

労災保険率の構成要素 

（全業種平均） 

改定案 

（1/1,000） 

現行 

（1/1,000） 

業
務
災
害
分 

短期給付分 

 療養補償給付 

 休業補償給付 

2.23 2.23 

長期給付分 

 年金給付 

（将来給付分は積立

金として保有） 

1.24 1.44 

非業務災害分 0.6 0.6 

社会復帰促進等事業、事務の執

行に要する費用 
0.9 1.0 

年金積立調整費用 ▲0.4 ▲0.5 

合   計 ４．７ ４．８ 
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別添２（第 68回労災保険部会資料（参考１－２）より） 

労災保険率を構成する要素 

 

 

 

※それぞれ端数処理前のものを平均しているため、その合計値と端数処理後の

設定料率を平均した料率（合計）は一致しないことがある。 

労災保険率の構成要素 

（全業種平均） 

改定案 

（1/1,000） 

現行 

（1/1,000） 

業
務
災
害
分 

短期給付分 

 療養補償給付 

 休業補償給付 

2.22 2.23 

長期給付分 

 年金給付 

（将来給付分は積立

金として保有） 

1.18 1.24 

非業務災害分 0.6 0.6 

社会復帰促進等事業、 

事務の執行に要する費用 
0.9 0.9 

年金積立調整費用 ▲0.4 ▲0.4 

合   計 ４．５ ４．７ 

① 

② 
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　積立金累計額は、
　7,861,574,647,179円　＋　32,255,085,536円　＝　7,893,829,732,715円


MNRFW
テキストボックス
（出典：財務省「平成28年度特別会計決算参照書」より）


MNRFW
線

MNRFW
テキストボックス
別添３
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